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　 　2008 年 4 月に総務省が発表した通信利用動向調査によると，2007 年末のわが国の
インターネット利用者（過去 1 年間にインターネットを利用したことのある者）は，
8,811 万人にのぼり，人口普及率は 69.0% である。また，パソコンの世帯保有率は，
全世帯の 85.0% にも達している。しかし，利用に関する格差についてみてみると，近
年年収による格差や，地域別の格差は縮小傾向にあるものの，世代別の格差は依然と
して存在している。13 歳から 49 歳までは 90% 以上の利用率であるが，高齢になるほ
ど利用率が下がり，65 － 69 歳で 36.9%，70 － 79 歳で 28.8%，80 歳以上では 15.4%
でしかない 3)。





いが，2004 年に公表された「平成 15 年度東京都社会福祉基礎調査『障害者の生活実態』
調査結果」によると，「インターネットやメールの利用の有無」について，パソコンと
携帯電話の両方とも利用していない者は，身体障害者，知的障害者，精神障害者のい





































































































































































































































　伊賀市は，三重県の北西部に位置し，2004 年 11 月に 6 つの市町村が合併して誕生し












　2000 年に発信した「プラットフォームシステム」は，その後，全社協が 2001 年に策





































ムシステムの重要な機能の 1 つである。これは図 2 のように表わされる。
図２　「マネジメント」視点に立ったプラットフォーム
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